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泉州経営協会 静社労士事務所便り 

2025 年度の最低賃金引上目安額は６３円、子ども・子育て支援金について 

Windows１０のサポートが今年の１０月１４日に終了するようです。セキュリティ更新プログラムの提供が停

止されると思いますので、会社のパソコンの状況を確認して、Windows１１にアップグレードするか、Windo

ｗｓ１１搭載のパソコンへ買換えをする等の対応が必要と思います。さて、今回は２０２５年最低賃金等について

紹介していきます。※過去の事務所便りは、<https://senshu-sr.com/>の事務所便りタブよりご覧頂け

ます。 

 
◆２０２５年最低賃金引上目安額は６３円（最低賃金の全国平均額は、１，１１８円の見込） 

８月４日、厚生労働省の中央最低賃金審議会は、今年度の最低賃金の引上目安額を６３円でとりまとめまし

た。現在の全国加重平均１，０５５円は、１，１１８円になる見込です。これを受けて、８月中に各都道府県の地方

審議会が引上額を決定、１０月に２０２５年度の最低賃金が適用予定です。 

厚生労働省：<https://www.mhlw.go.jp/content/11302000/001531866.pdf> 

 

◆子ども・子育て支援金制度 

子ども・子育て支援金は、少子化や人口減少対策のこども未来戦略「加速度プラン」の財源とし、医療保険

（健康保険等）により、２０２６年４月分の保険料から始まります。健康保険の保険料は、「健康保険料」と「介護

保険料」と「子ども・子育て支援金」になりますので、給与明細でこれらの項目を分けて表示する等の準備をし

ておくと良いと思います。健康保険の子ども・子育て支援金額は、標準報酬月額×支援金率ですが、支援金率

については国が一律の率を示す予定で２０２８年にかけて段階的に上がる見込です。なお、子ども家庭庁では

試算が公表されております。 

 

こども・子育て支援金 ２０２８年度の年収別負担額（月額） 

 

 

 

 

年収６００万円の場合、月額 1,000 円ですので、年間で 12,000 円の負担になります。なお、健康保険の

保険料であるため労使折半負担となりますので、同額、会社負担分が発生します。 

 

子ども・子育て支援金制度における給付と拠出の試算について こども家庭庁 を加工して作成 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆こども未来戦略「加速度プラン」とは 

 以下のようなものがあります。 

 

①：児童手当の拡充                         ②：妊婦のための支援給付 

（令和 6 年 10 月から拡充）                    （令和 7 年 4 月から制度化） 

・所得制限撤廃                           「伴走型相談支援」の面談と合わせて 

・高校生年代まで延長                       ・妊娠届出時に５万円 

・第 3 子以降は 3 万円に増額                  ・妊娠後期以降に妊娠しているこどもの数×５万円 

・4 か月に 1 回から 2 か月に 1 回支給            を支給 

 

 

 

 

 

 

 

 

③：出生後休業支援給付                       ④：育児時短就業給付 

（令和 7 年 4 月から実施）                      （令和 7 年 4 月から実施） 

・子の出生後の一定期間に両親ともに 14 日以上の     ・子が２歳未満の期間に、時短勤務を選択した場合 

育児休業を取得した場合、最大 28 日間、手取り      時短勤務時の賃金の原則１０％を支給 

10 割相当を支給 

                        

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤：こども誰でも通園制度                     ⑥：育児期間中の国民健康保険料の免除 

（令和 8 年 4 月から実施）                     （令和 8 年 10 月から実施）  

・保育所等に通っていない６か月から３歳までの子が    ・国民年金第 1 号被保険者について、子が 1 歳に 

時間単位で柔軟に利用できる制度                なるまでの期間の国民年金保険料を免除 

 

出典 こども未来戦略 こども家庭庁： 

<https://www.cfa.go.jp/resources/strategy＞ 

 

出典  子ども・子育て支援金制度について こども家庭庁：

<https://www.cfa.go.jp/policies/kodomokosodateshienkin＞ 

 

 


